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１－１．将来像「自然共生経済」の公表

◼ NEDO TSCでは、2024年7月26日に将来像として「自然共生経済」を公表。
◼ 持続可能な社会の実現に向けて、カーボンニュートラル、サーキュラーエコノミー、そしてネイチャー
ポジティブを等しく実現するための将来像として「自然共生経済」を提案するとともに、「自然共
生経済」の実現に向けたアクションと、当該アクション実行の方策をまとめた。

掲載WEBサイト：https://www.nedo.go.jp/library/future_3.html

https://www.nedo.go.jp/library/future_3.html
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１－２．環境価値の可視化の重要性

アクション③：自然の維持・再生
「自然」における価値を「産業」「市民／消
費者」が認識し、その価値の維持・向上を
行うための資金や労働力を投入。

アクション②：廃棄物の再資源化と
資源の循環性向上
「産業」「市民／消費者」から排出される廃
棄物等を回収・再資源化し、またそのよう
な再資源化しやすい製品等を開発。

アクション①：再生可能な自然資
本の活用
「自然」における再生可能な自然資本を
「産業」「市民／消費者」が活用し、生まれ
る価値に対する対価や投資等のお金の流
れを創出。

◼ 社会問題の解決に向けて、「産業」や「市民／消費者」と「自然」が互いに補完し合い、それら
の価値の総和を高め、社会問題の解決と持続的な経済発展を実現する循環型経済を、将
来像「自然共生経済」として提案。

◼ ①再生可能な自然資本の活用、②廃棄物の再資源化と資源の循環性向上、③自然の維
持・再生といったアクションが効果的に行われることが必要である。

◼ 将来像の実現に向けたアクションを進めるに当たっては、負担するコストと得られる価値のギャップ
の課題がある。アクションに必要なコストを削減するとともに、その環境価値を明確にし、経済価
値化するためのアウトプットの可視化や指標化が重要である。
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参考：経済価値の例

カーボンクレジットの例 バイオプラスチックの例

79,959
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（出所）
    左：Jブルークレジット；ジャパンブルーエコノミー技術研究組合（令和5年度公募結果）、Ｊクレジット；東証（2023.10～2024.9 売買状況）
    右：貿易統計輸入単価（バイオ：HS390110061,化石：390110069）
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２．多様な関係者との意見交換

◼ 自然共生経済について
➢ 世界的に議論をリードできるとよい。欧米の価値観ではなく、日本として考えるNatureを訴えられるとよい。
➢ 環境省の取組に似通っている。

◼ 環境価値とは
➢ CFPの見える化をまずは行いたい。CFPをやらなければいない。
➢ 自然、文化、教育など様々な要素を含む。CO2以外の価値を発信して、知ってもらうことが重要。
➢ 環境価値をどこでとらえるか（エミッション、エンドポイント）、議論の性質によるはず。
➢ CN・CE・NPを横並びで整理することは困難。
➢ 国内森林資源の本来の価値を取り戻す。

◼ どのような取組をしているのか
➢ 格付け評価、環境製品の割合増加社内ルール整備。
➢ コスト低減と、価値の向上。安売りはしたくない。
➢ 地域経済と関係を模索。

◼ どのような価値がマネタイズできているのか（できないか）
➢ 枯渇するから価値が生じる。レアメタルと一緒。将来は例えば芳香族。
➢ 精緻に積み上がるものでもない、ブランドや需給も影響する。マネタイズできている実感がない。
➢ 後押しが欲しいが、規制ではない。技術で稼ぎたい。
➢ 吸収・除去系のクレジットを選びたいという流れを感じる。GX-ETSの義務化は大きい。
➢ 規制が果たす役割もあるはず。規制を強く望むわけではない。
➢ 市民の意識が変わることが重要。SDGsのように広げることができないか。
➢ 利用価値は分かりやすい。非利用価値は、消費者などのリテラシーが価値に影響する。
➢ 行動変容につながる顧客や取引先用のストーリーが必要。
➢ 指標で説明できる価値を示すことで評価が得られることがある。
➢ 地域振興や、３つの価値（CN,CE,NP）を定量的に示せると、高値で取引されやすい印象。 8
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３．環境価値の可視化についての調査

社会課題からの指標の抽出

多様な環境価値

研究開発成果の市場獲得と規制

産業活動と価値

環境価値の可視化と経済価値の例



LINE 

国内外の動向を踏まえ
CN/CE/NPが実現された

社会象を仮定

CN/CE/NPの実現が解決
しうる社会問題を整理

CN/CE/NPが直接的に解
決する社会問題の要因を整

理

社会問題の要因を解決する
行動を評価する指標をピッ

クアップ

温室効果ガス排出量の削減
による気温及び気候システ

ムの安定
温室効果ガスの増加

温室効果ガスを排出する人
間活動の増加

温室効果ガス排出量
温室効果ガス削減量
温室効果ガス削減割合

■ カーボンニュートラル（CN） ： IPCCの「第6次評価報告書（AR6）」からの指標のピックアップの例

温室効果ガス吸収源の減少
温室効果ガス吸収量

温室効果ガス回収・固定量

生物多様性の損失回避

生態系の広がりの喪失
森林の伐採や沿岸域の利
用拡大などにより生息域が

狭まっている

森林面積、人工林面積、
沿岸生態系の規模の変化
保護地域面積、OECM面積

■ ネイチャーポジティブ（NP）： 環境省「生物多様性及び生態系サービスの総合評価2021」からの指標のピックアップの例

水田整備面積、水田整備率生態系の汚染や改変
自然環境のオーバーユース

（開発）

３．環境価値の可視化についての調査（指標の抽出）

◼ 一定のコンセンサスが得られている指標を抽出するため、国際的な会議の報告書や国際規格
を参照し、目指すべき社会像に対する社会問題を明らかにし、その要因に関連する指標を抽
出した。

■ サーキュラーエコノミー（CE） ： 国際規格ISO 59020の「ISO 59020」からの指標のピックアップの例

天然資源枯渇解消
及び資源循環の達成

天然資源の枯渇
進まない二次資源の

利活用
（リユース/リサイクル等）

資源排出量に占める製品・部品の
リユース率
リサイクル率

資源投入量に占める
リユース資源の平均利用率
リサイクル資源の平均利用率

進まない廃棄物の利活用
（リユース/リサイクル等）

11



LINE 

CN
CE

気候変動

温室効果ガスの増加

温室効果ガスを排出する人

間活動の増加

温室効果ガス排出量

温室効果ガス削減量

排出量の削減割合

社会問題

社会問題の要因

評価項目

評価指標

GDP当たり排出量

温室効果ガス排出量

売上当たり排出量

人口1人当たり排出量

従業員1人当たり排出量

温室効果ガス吸収・固定量

温室効果ガス吸収量（森林、土

地、湿地、海洋、伐採木材の製

品利用）

大気からの温室効果ガ

ス回収量

温室効果ガス固定量（地中、

海底下、植物、藻類、鉱物、コ

ンクリート、化学製品）

進まない脱炭素エネル

ギーの利活用

再生可能エネルギー利用率

温室効果ガスへの影響

炭素集約度

原発の利用

アンモニアの利用

化石燃料比率

炭素集約度

水素消費量

アンモニア消費量
化石燃料比率

水素の利用

バイオエネルギー需要の低迷

天然資源採掘

資源投入-部品・製品再利用-

生物多様性損失による影響

温室効果ガス削減技術（再エネ、省エ

ネ）による特定の資源の使用増加

エネルギー利用-再生可能

エネルギー-

原発発電量

天然資源の高い需要

資源投入量に占める再生可

能資源の平均利用率

エネルギー消費量

エネルギー消費原単位（エ

ネルギー集約度）

エネルギー消費原単位

電化の停滞

電化比率

電化比率

天然資源枯渇

進まない二次資源の利

活用（リサイクル）

資源投入-リサイクル-

資源投入-二次資源-

循環型材料利

用率

減少しないGDPあたりの

資源消費量

進まない社会の脱

物質化

資源効率（経済）-資源

生産性-

資源生産性

資源効率（経済）-資

源デカップリング-

デカップリング指

数（RII）

天然水資源の枯渇

天然水資源の賦存量・利用

可能量を上回る需要

進まない循環型の水

資源の利用

「循環型水源」利用率

進まない水の再利用・

循環

水利用-再利用-

水の再利用・循環率

生物多様性の損失

生態系の汚染や改変

自然環境のオーバーユース、気候変

動による生息生物の変化、外来種の

定着。

生態系の状態

手つかずの状態からの乖

離を評価

生態系完全性指標

生態系の再生、回復を

評価するもの

再生中の面積

持続的な状況からの乖

離を評価するもの

持続的な状況からの

乖離を評価するもの
総取水量と取水量

水の補充

補充プログラムを通じて環境

中に補充された水

削減、再利用／リサイクルされた水

削減、再利用／リサイクル

された水の総量または割合。

水の損失の緩和

緩和された水損失量

天然一次産品の生産に

使用される面積

陸／海洋／淡水の生態系において、

天然一次産品の生産に使用される

組織が管理および／または運営す

る区域の面積

処理、再利用/リサイクルま

たは回避される排水

処理、再利用、リサイ

クルされる排水の量

除去された汚染物質

陸、大気、海洋、淡水から除

去された汚染物質の量

生態系に悪影響を与える開発

がなされた面積で評価

水田整備面積および水田整

技術または工程の変更の結

果、ベースラインに対する廃水

の削減量

農業における自然の活用

農地にある自然生

息地の面積

生物多様性に配慮した農

生物多様性に配慮した農業

に取り組む農業者数

林業経営

森林施業の適切な実施に関

する計画である森林経営計画

等の面積の割合

資源管理された漁業

土地利用の強度

廃棄物の最小化、再利用、

リサイクル

技術的あるいは工程的な変

更の結果、ベースラインに対す

光害と騒音公害

完全にカットオフされているか、完

全に遮蔽されているか、または

60W 以下の照明器具の割合

屋外照明の強度

一日のうち最も騒がしい時

間帯の現場ごとの平均騒

音レベル

侵略的外来種の定

着率

非意図的に導入された種、

品種、株の数

優先地域において所有、運営、

使用、資金提供された区域に

非意図的に導入された種、品

種、株の数／広がり

侵略的外来種の非意図的導

入に対する対策

最も近い生息地か

らの距離

日の出の1 時間前／

後と日没の1 時間前

／後の騒音レベル

水利用-排水-

「水質要件」を満たし

た排水割合

環境汚染

天然資源採掘による生態系破壊

天然資源の需

要増加

資源投入-バイオマス-

適正処理・管理能力を上回る

廃棄物の発生
資源排出-寿命-

進まない廃棄物削減に向けた

取組（リユース）

製品または材料の平均寿命

資源排出-リサイクル-

進まない廃棄物削減に向けた

取組（リサイクル）

資源排出量に占めるリサイクル率

資源排出-バイオマス-

進まない廃棄物削減に向け

た取組（再生可能資源の利

用）

資源排出量に占める再生可能資

源の循環率

生態系の破壊

天然資源採掘による生

態系破壊

天然資源の需

要増加

進まない二次資源の利活用（リ

ユース（部品・製品）・リマニファク

チャリング）

進まない二次資源の利

活用（リサイクル）
進まない二次資源の利活

用（再生可能資源）

生物種の減少

レッドリストイン

デックス

種の絶滅リスク

種の絶滅リスク

種の個体数

適正な生物資源の利

用を評価

生物学的に持続可能な水準

にある魚類資源の割合（生

物採取の適正化）

一定程度の規模を有する

気候変動等へのレジ

リエンス低下

農牧畜に利用される品種

の多様性を評価 絶滅した家畜品種

資源投入量に占める再利

用資源の平均利用率

資源投入量に占めるリサイ

クル資源の平均利用率

水循環率

水利用-水資源循

環利用-

温室効果ガス吸

収源の減少

化石燃料への依存

特定の天然資源の枯渇

生息域の減少、生態系

の汚染や改変、気候変

動、外来種の定着等

天然資源に依存した経済成

長（経済成長と資源利用の

カップリング）

エネルギー消費量

省エネの停滞

生態系の状態

侵略的外来種

沿岸域の富栄養化ポテ

ンシャルの指標

有効母集団数が500を超え

る種内の個体群の割合

種の個体数の定量

的尺度絶滅危惧状態の変化を指標化して

評価絶滅危惧状態の変化を指標

化して評価

進まない循環型の水

資源の利用

進まない天然資源から二

次資源への代替

不法な廃棄物処理・投棄・管

理による生態系破壊

汚染排水による生態

系破壊

天然資源の賦存量・利用可

能量を上回る需要

漁獲量のうちTAC魚

種の占める割合海洋健全性指標

取水量と水消費量の合計

進まない二次資源の利

活用（再生可能資源）
進まない水循環設備

の新・増設

進まない二次資源の利活

用（再生可能資源）

農作物収量

進まない二次資源の利活

用（リサイクル）NP

社会問題
（18件）

社会問題の要因
（59件）

評価項目
（431件）

指標
（481件）

３．環境価値の可視化についての調査（指標の抽出）

◼ 社会問題とその要因を評価する指標のべ481件についてリストアップした。

主な指標のイメージ

12
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３．環境価値の可視化についての調査（環境経済学における環境の価値）

◼ 環境の価値は、環境経済学においては、自然等を直接的もしくは間接的に利用することで得
られる便益である「利用価値」と、自然を利用しなくともそれを残していくこと・守っていくことで
得られる便益である「非利用価値」に分けられる。

◼ 「利用価値」は価格が付いて流通・利用されるものが多いため経済価値化しやすい。一方で
「非利用価値」は値付けがされていないものが多いため経済価値化しにくい。

◼ 自然共生経済の実現にはコストギャップの克服が重要。利用価値に留まらず、環境の価値を
広くとらえて価値を訴求し、経済価値化を進められないか。

◼ 環境価値をどのように捉え、その価値を効果的に訴求するにはどうするべきか。

13
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３．環境価値の可視化についての調査（ Nature Futures Framework ）

◼ 生物多様性分野では、社会を導く望ましい将来ビジョンが描かれていないといった課題にして、
生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政策プラットフォームであるIPBESでは、
望ましい未来のシナリオやモデルの開発を支援する柔軟なツールとして、Nature Futures 
Framework(NFF)を開発。

◼ 自然そのものの内在的価値を示すNature for nature（NN）、自然を利用する道具的
価値を示すNature for society（NS）、自然との関係によってもたらされる価値として
Nature as culture（NC）の3つの視点から地域の実情・価値観に応じた柔軟なシナリオ
設定を可能とした。

■シナリオ開発の道筋例

1. 望ましい将来像（▲）について
示す（ナラティブ）

2. モニタリングのための指標を
設定

3. 政策的な介入とその成果
（●→▲）についてモデルを開
発

出所：橋本禅「Nature Futures Frameworkの基盤」
https://www.ffpri.affrc.go.jp/tokusetsusite/20221101ipbes/documents/05_naturefutures.pdf

出所：IPBES,"Information on advanced work on scenarios and models of biodiversity and 
ecosystem functions and services"(IPBES/9/IMF/16),2022

● Present

▲ Future

https://www.ffpri.affrc.go.jp/tokusetsusite/20221101ipbes/documents/05_naturefutures.pdf
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参考：NFFの活用した研究の例

◼NFFの3つの視点に関するステートメントについて、5 段階評価するアンケートを実施し、地域別
の将来ビジョンを検討。地域別の違いに加えて、性別、年齢、居住地の性質、自家生産の有
無等の属性によって回答が大きく異なることがわかる。

◼スコアが似通っていても、選択されたステートメントが異なる項目もある。

【NN（自然の内在的価値）ステイトメント】
1. 森林管理（間伐、伐採、植林等）が維持できなくなった人工林
（民有林）は、放置して自然の遷移（自然な植物の移り変わり）に
任せるべきである

2. 洪水危険区域の宅地は安全な場所への移転を促し、自然再生
を進めるべきである

3. 耕作放棄農地は多様な動植物の生育地として自然再生すべき
である（例：佐渡）

4. 自然はその存在自体に価値があり、人間がむやみに手をいれ
るべきではない（例：北岩手）

【NS自然の道具的価値）ステイトメント】
1. 森林管理（間伐、伐採、植林等）が継続できなくなった人工林
（民有林）は、伐採して太陽光発電、風力発電など、再生可能エ
ネルギーの生産施設を設置するべきである

2. 放置された森林や耕作放棄地はゴルフ場やレジャー施設に転
用・開発すべきである農村漁村、里山・里海において積極的に
再生可能エネルギーの導入を進めるべきである

3. 都市圏において、既存建物の屋根に太陽光パネルを設置する
など、積極的に再生可能エネルギーの導入を進めるべきである

4. 防災減災や気候変動への適応のためには防潮堤・堤防などの
人工構造物だけでなく、既存の遊水地、海岸沿い・河川沿いの
森林など自然の力をグリーンインフラとして整備・活用すべきで
ある

【NC（事前との関係価値）ステイトメント】
1. 森林管理（間伐、伐採、植林等）が継続できなくなった人工林
（民有林）は、行政が介入してできるだけ森林管理を維持すべき
である

2. 人々の暮らしとともにある地域固有の里山・里海景観を守るべ
きである

3. 農山村漁村、里山・里海におけるエコツーリズム（地域の自然環
境や歴史文化等の固有の魅力を伝え・学び・保全につなげてい
くツーリズム）を促進すべきである

4. 海を開発対象や人の所有物と捉えるのではなく、むしろ海との
精神的なつながりを再生していくべきである。

ステートメントの例 NFFの 3 象限（NN, NS, NC）におけるそれぞれの象限に属
するステートメントの属性別の回答平均値

NNF の枠組みを用いたステートメント類型
別（NN, NS, NC）平均値でのレーダー
チャート（全国、佐渡、七尾、北岩手）

出所「：東京大学『環境経済の政策研究委託業務（多面的な価値指標による地域の持続的な社会シナリオの構築に関する研究）成果報告書』
https://www.env.go.jp/policy/keizai_portal/F_research/index.html

NNの例
佐渡：耕作放棄農地は多様な動植物の生育地
として自然再生すべきである

北岩手：自然はその存在自体に価値があり、人
間がむやみに手をいれるべきではない

https://www.env.go.jp/policy/keizai_portal/F_research/index.html
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２．環境価値の可視化についての調査（イノベーションから生じる環境価値）

◼ 省エネルギーの分野では、必ずしも外部不経済では無い中で、研究開発の成果を標準化等に
より差異化している。差異化したうえで、価値を訴求することで市場を獲得し、規制に取り込ま
れることを通じて、内部経済化が図られる事例がある。

◼ 研究開発の成果について、環境問題にとどまらず、社会問題など広くとらえ差異化し、その価
値を訴求していくことが重要である。
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３．環境価値の可視化についての調査（市場メカニズムよる内部経済化）

2010年

2025年～

◼ カーボンニュートラル（CN）の分野では、エネルギー消費や転換の各セグメントにおけるイノベー
ションや、そのイノベーションを取り込んだ規制等の導入が図られるようになっている。

◼ CNに関して国際的なコンセンサスや、実現に向けた様々な活動（選択肢）、活動の効果を
図る指標に関する標準化やガイダンスの整備などを背景として、確実な目標の達成をより合
理的に進めるため、CO2単位とした市場メカニズムによる内部経済化する制度（GX-ETS）
の導入が図られようとしている。

17
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参考：英国環境法におけるネットゲイン制度

◼英国では、土地利用の観点から市場メカニズム活用したクレジット制度が存在している。
◼生物多様性の確保を目的に2021年に環境法が制定され、2024年から住宅、商業、工業用
地の開発において、生物多様性を開発前と比較して最低でも10％増加させるように義務づける、
生物多様性ネットゲイン（BNG）制度が始まっている。

◼生物多様性ユニットと呼ばれる指標を用いて、「生息場」としての面積に、「質」としての状態（ユ
ニット/ha）に対して戦略的な意義やリスク（困難さ、時間軸など）といったウェイトを考慮して、
開発前後の値を明らかにして、ユニット値が10％以上の増加を求めている。

◼BNGの達成は、①オンサイトの開発を通じて行うことが求められているが、困難な場合は、②オフ
サイトの民間のハビタットバンクからのユニットをクレジットとして購入することや、政府が提供す
る相対的に高い価格設定の③法廷クレジットの購入することで達成可能としている。

出所：中村敬吾「グリーンインフラとファイナンスに係る話題提供～生物多様性ネットゲイン・クレジット及び国内外の動き～」

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/content/001747507.pdf
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３．環境価値の可視化についての調査（産業活動に伴う社会の貢献と影響）

◼ 産業が社会や環境等に貢献している要素を伸ばし、環境への悪影響を抑制しつつ、社会課
題は改善に導いていくことは、産業の将来へ向けたビションとして期待されるところ。

◼ 将来のビジョンの実現に向けたアクションの結果生じる、環境影響を抑制する効果を指標を活
用して環境価値として可視化することが重要ではないか。

◼ 加えて、産業の貢献要素の延伸や社会課題の解決につながることが可能であれば、環境価値
に追加的な価値として併せて訴求することで、多様な価値観に効果的にリーチできないか。
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参考：環境価値の訴求（生分解性プラスチックの利用）

アクション 指標 環境価値 価値観 追加的な価値

投棄された場合のマイクロプラス
チックによる汚染回避

代替製品を超える製品価値の向上
（例：ストローの口触り）

◼ プラスチック製品は、主にナフサを原料として生産され、その生産・加工プロセスにおけるCO2排
出に加え、焼却廃棄時にはCO2排出する。ナフサを原料としていることから、油田等の資源開
発による環境負荷や、その製品（包材、カトラリー、漁具等）の廃棄時に誤って環境中に流
出されることもあり、海洋プラ汚染等の課題も生じる。

◼ バイオ由来の生分解性プラスチックを用いることで、ナフサ原料より低いCO2排出量の生産や、
焼却廃棄時のCO2がカーボンニュートラルと評価可能となるなど、GHG排出抑制等の環境価
値が訴求可能となる。 （あるいは、気候変動対策における環境価値の訴求が可能となる）

◼ 加えて、海洋中に流出された場合にも、海洋生分解することでマイクロプラスチックによる環境
汚染の回避が考えられる。その他に、例えば石油由来のプラスチック製のストローに代えて用いら
れる紙ストローに対して、生分解性プラスチックを用いたストローの口触りの良さや、耐久性といっ
た石油製品と同等の価値も期待される。
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参考：環境価値の訴求の例（中干の延長と有機肥料の使用）

アクション 指標 環境価値 価値観 追加的な価値

J-クレジットの創出

米に加えた価値

地域資源活用（廃棄物抑制）

地域経済への寄与
（処分費用の抑制）

地域振興（ブランド、雇用など）

◼ 稲作は、水田からのGHGの排出や化成肥料・農薬使用、土地利用で環境に影響をあたえ
る。

◼ このような環境影響を軽減する中干期間の延長や有機肥料の使用について、指標を活用した
気候変動の緩和等の環境価値を訴求可能。
➢ 稲の栽培期間中の出穂前に水田の水を抜いて、乾かすことで過剰な根別れを防止し、成長を抑制する中干の期間の延長は、メタン生成

菌の活動を弱めてメタンガスの発生を抑制する。
➢ 有機肥料の使用は、石油由来の原料に代えて再生可能資源を用いることや、有機資源による土壌中の生物の活性化に寄与。

◼ 地域資源の活用、地域雇用など、多様な効果や価値訴求が期待される。
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３．環境価値の可視化についての調査（まとめ）

アクション

利用価値

非利用価値

環境価値

性別、年齢、職業

時間軸（今、将来）、空間

産業の貢献の延伸や拡大（安全保障、利便性、生活基盤・・）

価値観

・
・
・

環境価値の可視化 選択/マネタイズ

評価対象
（エミッション、エンドポイント、行動）

評価範囲
（製品、組織、国・地域、時間）

標準、認証、・・・

指標

社会課題の解決（地域経済、雇用、資源循環・・）

マーケティング上の価値（内部化された価値・・）

追加的な
価値

① ②

◼ 測定可能な指標により、環境負荷低減等のアクションから生じる効果を活用して
◼ 従来の活動の差異化できないか。
◼ 指標を活用して、サイエンスベースで環境価値を可視化できないか。
◼ 直接利用可能な価値に留まらない環境価値を分かりやすく説明できるか。

◼ これらのアクションによって、産業が社会や環境に貢献している重要からの要素についても、より貢献していけ
ることや、産業が抱えるその他の課題の解決に寄与するといった、追加的な価値も訴求することにより、多様
な価値観へのリーチが期待できないか。

➨ 今後の活動の例
①指標を活用して環境価値等として何を訴求したらよいのか、効果的な情報提供は如何にあるべきか。
②環境価値に留まらない社会課題の解決などの価値を受容する価値観の存在や多様性を明らかにできないか。
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